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研究実績 

の概要 

研究目的 本研究の目的は、新潟市における医療的ケア児・者（以下、医ケア児・者とする）

の災害支援の基盤強化の検討を行うことである。アプローチの焦点は、災害の備え「自助」「共

助」「公助」の中でも特に「共助」であり、当事者主体の地域包括ケア体制の強化を検討する

ことを目的とした。 

研究目標                                     

研究A（令和3年4月～4年9月）医療的ケア児の災害の備え実態調査により、現状と課題を明ら

かにする。研究B（令和4年7月～6年2月）医療的ケア児者と家族の防災支援プログラムを展開

し支援方策を検討する。 

  

 
 

 

研究A 

1．対象及び方法：新潟県内の医療的ケア児の親を対象に、災害へのそなえに関するアンケー

ト調査を実施した。分析は各備えの実施率を算出した。 

2．結果：47名（回収率10 . 7％）の回答では、67％が災害発生リスクを認識していた。自助
においては「健康保険証等の持ち出し準備」「バギー等の移動手段の確保」など計４項目
が実施率80％を超える一方で、外部電源の確保は50％未満で、共助の「避難訓練への参
加」「地域住民との話し合い」は実施率20％未満、公助の「個別避難計画に基づく避難訓
練」の実施率は0 ％であった。 

3．考察・結論：日常生活の自助に関する備えの実施率は関東地域の調査（2012年）に比し高
かったが、共助・公助に関する備えは低く、当事者支援のための体制づくりが課題であっ
た。 

研究B 

1．対象及び方法：新潟市内の医療的ケア児者と家族、近隣住民、支援機関の専門職を対象と

した。 

2．結果：プログラム①防災勉強会の参加者98名、④シンポジウム参加者235名で、5段階中4点
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以上の評価が8割以上だった。プログラム②③は１事例（人工呼吸器使用・気管切開・吸
引・移動全介助）と多職種連携チーム（11機関）により個別避難計画を基に展開した。シ
ミュレーションは7名の専門家より観察者として参画いただきフィードバックを得た。そ
の結果「電源確保と節電両方の対策強化」「重い物品の運搬」「近隣住民との関係づくり」
「災害時小児周産期リエゾンの活用」等の課題を共有し、各機関が改善に向けた着手し
た。また、「医療的ケアのある方と家族のためのガイドブック・チェックリスト」を新潟
市（保健所保健管理課、障がい福祉課、こども未来課）の協力を得て作成し、2024年7月
より西新潟中央病院での活用を開始する他、研究成果として研究者HPよりダウンロード
可とし、新潟市で活用いただけるように準備中である。 

3．考察・結論：子どもの側を離れ地域交流の機会を得ることが難しい親の現状があるため、
共助に焦点を当てた支援体制の構築は全国的にも未整備である。しかし、本プログラムに
より、当事者、近隣住民、支援者で、相互に情報を理解し共有する重要性を認識すること
ができた。また、シンポジウムやガイドブック作成による情報発信をとおして、体制強化
に向け波及効果があった。 

結語 医療的ケア児の防災支援の基盤強化に向けて、現状の支援チームでの対策とともに、共
助をふまえた地域システムとの連携による災害支援が重要である。以下の具体的内容へ
の対策が求められる。 

①対象者の把握と多様な医療的ケアへの個別避難計画の策定、②電源確保の推進（自家発電設
備、福祉避難所での電源設備、充電ステーション、共助による地域電源確保モデル）、③福祉
避難所への直接避難の体制づくり、④広域避難のための移動費助成、⑤災害の多様性に応じた
フロー図や避難の選択肢、継続的な避難訓練、⑥共助関係づくりの仲介や支援 
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